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Ⅱ－６(1) 

厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

てんかんの地域診療連携体制推進のためのてんかん診療拠点病院運用ガイドラインに関する研究  

 

神奈川県拠点病院調査：聖マリアンナ医科大学病院てんかんセンター 
 

研究分担者： 太組 一朗   聖マリアンナ医科大学脳神経外科 

              聖マリアンナ医科大学病院てんかんセンター                            

研究協力者： 石丸 貴子  聖マリアンナ医科大学病院てんかんセンター 
 

研究要旨 

三次医療圏内における効果的なてんかん診療の均てん化に向けた課題抽出を行うた

め、神奈川県てんかん拠点病院において、令和元年度の研究では 2017 年～2019年（1

月～12 月）の受診患者調査、長時間ビデオモニタリング件数、てんかん外科手術件数、

てんかん相談内容、紹介患者内容調査、2018年度の紹介患者の紹介元調査を行った。

令和 2 年度は引き続き、2020 年（1 月～12 月）における受診患者調査、長時間ビデオ

モニタリング検査件数、てんかん外科手術件数、てんかん相談内容、紹介患者内容調

査と、2020 年（1 月～12 月）の紹介患者紹介元調査、新規紹介患者紹介目的調査を行

い、その結果より、診療拠点機関体制の有用性について検討を行った。 

 

 

Ａ.研究目的（てんかん診療拠点病院調査） 

全国にてんかん診療拠点病院を数・質ともに更に

充実させるため、患者、医療機関や行政にとっての

てんかん診療拠点体制のメリットを明確化する必要

がある。この研究では、当センターの稼働状況、受

診患者数、紹介患者状況を令和 2年度も引き続き調

査し、効果的なてんかん診療の均てん化にむけたて

んかん診療拠点病院の運営のための基礎資料となる。 

 

Ｂ.研究方法 

聖マリアンナ医科大学病院てんかんセンター（精

神神経科・小児科・脳神経外科・脳神経内科）を受

診するてんかん患者の通常診療によって得られた情

報を使用し、2020 年（1月～12 月）における受診患

者調査、長時間ビデオモニタリング件数、てんかん

外科手術件数、てんかん相談内容、紹介患者内容調

査と、2020年の紹介患者紹介元地域について調査を

行う。 

(倫理面への配慮) 

本研究は診療情報の収集によって得られた情報の

みを使用。同意取得はポスターで公開し患者より申

し出があった場合は研究対象より除外する。本研究

は聖マリアンナ医科大学倫理委員会において承認を

得ている。 

 

Ｃ.研究結果 

2020 年（1 月～12 月）当センター（精神神経科、

小児科、脳外科、脳神経内科）外来患者数（病名で

抽出・月ごと実数合計）12,225 人。（てんかん指導

料で抽出）4,822 人。入院患者数（病名で抽出）426

人。長時間ビデオ脳波モニタリング検査 57 件、てん

かん外科手術 43 件、てんかん相談 190 件であった。

紹介患者については 2020 年 409 人、新規紹介患者

264 人であった。てんかん相談内容内訳、紹介患者

紹介元地域詳細、新規紹介患者紹介目的詳細につい

ては以下の表 1，表 2、表 3 に示す。 

表 1 2020 年てんかん相談・対応内訳（190 件） 

 

相談内容 件数 

受診相談 99 
てんかんの病気・治療について 31 
紹介・転院相談（医療機関から） 21 
制度利用等福祉関係相談 8 
症状への対応 5 
その他 26 
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表 2 2020年 患者紹介元地域詳細（409 件） 

医療圏 2020 

川崎北部 145 
川崎南部 33 
横浜北部 52 
横浜西部 13 
横浜南部 18 

小計 261 
横須賀・三浦 6 
湘南東部 7 
湘南西部 10 
県央 13 
相模原 12 
県西 2 

小計 50 
東京都 61 
県外（海外） 36（1） 

小計 98 
合計 409 

 

 

表 3 2020年 新規紹介患者紹介目的 

紹介目的 2020 

てんかん診断 116 

薬剤調整 89 

手術目的（外科適応評価） 18 

転居 16 

トランジション 2 

その他 23 

合計 264 
 

 

Ｄ.考察 

当院は 2017年 10 月よりてんかんセンターが稼働

し、2018 年 4 月より神奈川県のてんかん診療拠点病

院として指定を受けている。受診患者数については

前年まで増加していたが、2019 年 5,034 人、2020

年 4822 人（てんかん指導料で抽出）と減少しており、

これについては新型コロナウイルス感染症流行によ

る受診控えの影響が考えられる。長時間ビデオモニ

タリング、外科手術に関しても、一次ストップした

期間があり減少したが、それ以外の期間は例年通り

実施している。てんかん相談は 2018年度から実施し

ており、件数が年々増加していたが、2020 年は前年

に比べると減少している。内容を見ると、受診相談

が最も多く、相談から受診へつながっている例が多

い。また、拠点以外の県内のてんかん専門医へつな

いでいる例も多く、前年よりも増えている。拠点病

院への紹介患者に関しては、拠点病院のある川崎北

部からの紹介が最も多く、地理的に近い地区からの

紹介が多数を占める。県内のてんかん医療の均てん

化は拠点病院の課題となっており、地理的に近い川

崎、横浜以外の地区からの紹介患者の数は均てん化

の一つの指標となる。2019 年までは、神奈川県内の

からの紹介の件数が年々増加していたが、コロナ禍

という事もあり、県内の遠隔地からの紹介は減少し

た。逆に近隣地域からの紹介は増加する結果となっ

た。新規紹介患者紹介目的については、てんかん診

断が最も多く、次いで、薬剤調整、手術目的（外科

適応評価）転居、トランジションの順となっている。

この調査結果から、てんかんは診断が難しく、専門

医療機関、専門医が診察する事の重要性が明らかと

なった。薬剤の調整が困難な際は、医師からの勧め、

または本人の希望で専門医を訪ねる例が多くなって

いる。また外科手術、長時間モニタリング検査など、

より高度な医療が必要とされる例も一定数見受けら

れ、てんかん診療拠点としての当センターの重要性

が示された。 

Ｅ.結論 

2020 年の調査結果は、コロナウイルス感染症流行

の影響を受け、患者数、検査件数、手術件数、相談

件数、紹介件数は多少減少しているが、この状況に

あってもてんかんの専門的医療へのニーズは変わら

ず高いことがわかる。当センターは開設から 3 年が

経過し、診療、検査、手術、相談等の体制を整えて

きた。各実施状況を見ても、当センターはてんかん

の診療拠点病院として県内のてんかん診療の中心的

役割を担える存在となってきている。県内のてんか

対応内容 件数 

自病院受診 71 

情報提供等相談のみ 68 

他の医療機関へつないだ 28 

その他 25 
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ん医療の均てん化が課題であるが、啓発活動の効果

もあり、相談や、紹介状況から見ても県内での認知

は確実に高まり診療連携が広がりつつあることがわ

かる。今年度調査の結果から当院は神奈川県のてん

かん診療の核となる存在である事が確認でき、この

調査は診療拠点機関体制の有用性を検討する根拠と

なり得る。 

 

Ｆ.健康危険情報 

無し 

Ｇ.研究発表 

1.論文発表 

無し 

2.学会発表無し 

Ｈ.知的財産権の出願・登録状況 

無し 

1.特許取得 

無し 

2.実用新案登録 

無し 

3.その他 

無し 
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Ⅱ－６(2) 

 

厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
分担研究報告書 

てんかんの地域診療連携体制推進のためのてんかん診療拠点病院運用ガイドラインに関する研究 
 

知的障がいのあるてんかん患者の治療 

 
 研究分担者：太組 一朗    聖マリアンナ医科大学脳神経外科  

聖マリアンナ医科大学病院てんかんセンター 

研究協力者：石丸 貴子    聖マリアンナ医科大学病院てんかんセンター  

饒波 正博    沖縄赤十字病院脳神経外科  

嘉手川 淳    沖縄赤十字病院脳神経内科 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
Ａ.研究目的（てんかん診療拠点病院調査）  

障がい児入所施設（対象に成人を含む）等を利

用しているてんかんのある方も、長期にわたる抗

てんかん薬内服を余儀なくされていること は、

ほかのてんかんの方と同じである。しか し、身

体障がい度合いの高い方はてんかん以外 の治療

やケアが優先されることがある。特に 知的障が

いのある方は、自身の症状を訴えることができず、

障がいと共に生きるという考えが 大切にされる

あまり、以前の治療方針がその まま継続してい

る、あるいはてんかん治療が 副次的傷病となり、

長期にわたって治療に必 要な評価がされない、

などが予測されうる 。このような方々にも最新

てんかん診療へのアクセスを確保する必要があ

る。我が国のてんかん医療は日夜進歩しており、

新規抗てんかん薬・VNS（迷走神経刺激）療法な

ど、数十年前には想像もつかなかった医療が次々

と保険収載されている。過去に診療担当した医師

が治療者としての資質を満たしていなければ、そ

の診断が必ず正しいとも限らない 2。ともすると

最新医療から隔離されているかにみえる障がい

児入所施設（対象に成人を含む）等の利用者、抗

てんかん薬長期処方を受けている方の現状をパ

イロット調査により明らかにしたいと考えた。 

 

Ｂ.研究方法  

てんかん拠点病院の存在しない医療圏におけ

る知的障がい者通所施設を対象として、①利 用

者の診療実態 ②てんかん診療拠点施設と当該患

者間に診療上の接点があるか③米国等で治療開

研究要旨  

自身の主訴を伝えることが難しい知的障がい者のてんかん医療に着目して、てんかん

拠点病院の存在しない医療圏における知的障がい児入所施設を調査対象としたパイロッ

ト調査を行った。調査内容は、①利用者の診療実態 ②てんかん診療拠点施設と当該患者

間に診療上の接点があるか③米国等で治療開始されている難治てんかん治療に用いられ

る大麻由来抽出成分医薬品の適応予測となる患者があるか、を検討した。結果、保健病

名として『てんかん』とされた施設男性利用者は 23%であった。てんかんをもつ知的障が

い者の治療評価として、てんかん診療拠点施設との効果的な連携が求められるものと考

えられた。③は継続調査が必要である。本パイロット調査を展開する事も必要であると

考えた。 
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始されている難治てんかん治療に用いられる大

麻由来抽出成分医薬品の適応予測となる患者が

あるか、を検討することを目的としたパイロット

調査を行った。上記③については、厚生労働科学

研究特別研究事業「難治性てんかんにおけるカン

ナビノイド（大麻由来成分）由来医薬品の治験に

向けた課題把握および今後の方策に向けた研究

（主任研究者：太組一朗）」合同調査として行わ

れた。てんかん診療拠点施設の存在しない三次医 

療圏として福岡県を選定した。福岡県北九州市の

障がい児入所施設（対象に成人を含む）を１施設

選定した。事前書面調査・患者や施設職員の手元

にある情報をもとに、現地聞き取り調査を行った。

問診には対象者 1 名に対して、てんかん拠点病院

におけるてんかん診療の経験が豊富な脳神経外

科専門医 2 名（饒波正博、沖縄県拠点 施設：太

組一朗、神奈川県拠点施設）ならびに脳神経内科

専門医１名（嘉手川淳、沖縄県拠点施設）が同時

対面し、施設職員 10 名程度が同席する形式で行

った。対面調査毎に情報共有して利用者の今後の

治療に役立てるアドバイスを行った。(倫理面へ

の配慮)本研究は聖マリアンナ医科大学生命倫理

委員会にて承認を得た（臨床試験部会承認番号 

第 4997 号）。  

 

Ｃ.研究結果  

保険病名として「てんかん」がつけられて抗て

んかん薬投与を受けていた患者は、男性利 用者

のうち 23%であった。調査結果から推察すると少

なくとも 17%程度が真のてんかんであると考えら

れた。今回の聞き取り調査対象の 15 名中、薬剤

調整など何らかの介入が必要と思われる例は 10

例であった。そのうち、非てんかんと思われるも

のが 2 例、明らかな発作コントロール不良は 2 例

（3剤以上服用）、診断が適切か不明のものが 2例、

ベンゾジアゼピン系薬剤使用が 2 例、薬剤減量の

検討できるものが 2 例あった。てんかん診療拠点

施設と診療連携されている患者はなかった一方、

てんかん専門医所属施設医師が診療に携わって

いる事例もみられた。今回調査対象に限っては、

カンナビノイド製剤治験対象者と予測される事

例はなかった。今回の調査は、臨床検査情報を使

用していないため確定的な診断を得ることはで

きないこと、一部の対象者は知的障がいにより十

分な病歴調査ができないこと、が調査限界であっ

た。 

  

Ｄ.考察  

てんかんの有病率は 0.8%程度である。知的障

がい通所施設に通所するてんかん患者が多いこ

とは諸外国の資料 1 からは予測されていたが、本

邦でも同様に高い確率であることはこれまで知

られていなかった当該施設等利用者の実態調査

を行うことにより、更なるてんかん対策の課題が

判明するものと考えられる。てんかんの診断は容

易ではなく過去の文献ではてんかんと診断され

る事例の 27%が誤診である 3が、診断技術が進んだ

昨今でも、問診（医療面接）は重要である。した

がって、とりわけ知的障がい者の診断は容易では

ない 4。今回調査のように仮に 20％程度に診断相

違があったとしても 17%程度はてんかんというこ

とになる。当該施設等利用者の実態調査を行うこ

とにより、更なるてんかん対策の課題が判明する

ものと考えられる。外科治療や VNS 導入が適切で

あると判定される患者も少なからず明らかにな

るはずである 5。なお高齢発症てんかんも頻繁に

話題にされており障がい者施設においても高齢

発症てんかん患者は存在するが、罹病期間の短さ

を反映してか、報告例 6 では新規抗てんかん薬が

導入されている。今回のパイロット調査でも、ベ

ンゾジアゼピン単剤による長期処方事例がみら

れた。ベンゾジアゼピン長期服薬には身体依存や

急性離脱症状などの問題がある。てんかん診療ガ

イドライン 2018 を参照しても、ベンゾジアゼピ

ン系薬剤はてんかんの第１選択ではなく、当該患

者がてんかんであれば、新規抗てんかん薬への処

方変更も検討される。米食品医薬品局(FDA)はベ

ンゾジアゼピン系薬の枠組み警告追加に加え 7、

乱用・依存・カウンセリング等に関する情報追加

を求めている。しかしながら発作消失が得られて

いる患者の投薬調整は容易ではなく手間もかか

る。拠点施設にベンゾジアゼピン投薬整理させる

機能を持たせることができる。 

 

本領域におけるてんかん診療拠点施設の役割

を以下に列記する。 

1 投薬調整 

1.1 ベンゾジアゼピン系薬剤長期投与  
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事例整理  

1.2 不要な抗てんかん薬整理 

拠点施設はポリファーマシー解消の一   

端を分担する 

2 てんかんのある障がい者の定期的治療評価 

拠点施設を長期処方にある慢性患者の最    

新医療アクセス拠点とする 

3 てんかん診療拠点病院を有しない三次医 

療圏における対策には、拠点施設とつなぐべく

オンライン診療・遠 隔診療等を活用する。  

 

Ｅ.結論  

障がい児入所施設（対象に成人を含む）等に対

して、てんかん患者の診療状況に関する実態調査

を行うことにより、より質の高い医療体制構築が

図れるものと考えられた。さらにてんかん診療連

携拠点との連携実態を調査することは、てんかん

施策における課題把握に有用である。障がい児入

所施設は福祉型 260 施設（児童入所数 5,444 

名・18 歳以上入所数 1,500 名）・医療型 268 施

設（児童入所数 3,283 名・18 歳以上 18,141 名）

である（労働省社会・援護局 障害保健福祉部 障

害福祉課 障害児・発達障害者支援室調べ。平成 

31 年 3 月 26 日時点）。利用者が、適切なてんかん

診療の恩恵を享受し、最新てんかん診療と結びつ

けられるために、障がい児入所施設（対象に成人

を含む）とてんかん診療拠点施設との診療連携が

構築されることが望ましい。このために本パイロ

ット調査を展開させた調査が行われることが必

要である。 
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